
○商店街組織に類する組織からの申請における確認事項

●共同店舗、テナントビル等
（ア）借り手の多くが中小企業者であること【様式５－１】

●問屋街、市場等【様式５－２】
（ア）不特定多数の一般消費者を対象として事業を行っていること

（イ）開場時間が極めて限定的でないこと

（様式５－１）

●共同店舗、テナントビル等からの申請における確認事項

＜借り手の多くが中小企業者であることの説明＞
借り手
【店舗数】
大手：○店舗
中小：○店舗
【床面積】
大手：○％
中小：○％

（様式５－２）

●問屋街、市場等からの申請における確認事項

＜不特定多数の一般消費者を対象として事業を行っていることの説明＞

＜開場時間＞
ＡＭ○○時～ＰＭ○○時
定休日：○曜日

補 助 事 業 者 説 明 資 料

共同店舗、テナントビル、問屋街、市場等は、実態を考慮しつつ、審査委員会で商店街組織に類する
ものであるかどうかを総合的に判断することとなるため、具体的には以下の論点に沿ってご説明下さ
い。

（イ）商店街まちづくり事業要請書により、本補助対象者は地域住民とともにコミュニティを形成
し、地域の暮らしを支える生活基盤を担っていることが明らかとなっていること【様式４】

（説明）

借り手に大手企業（○○、○○、○○、○○）は存在するものの、店舗構成は中小企業が○
○％を占めており、床面積でも中小企業が○○％を占めていることから、借り手の多くが中小
企業者であることは満たしていると考える。

（説明）※HP画面やチラシを添付しても可

○○市場は一般消費者を対象として○○を行っており、○○だけでなく○○の買い物の場として定着している。



①商店街組織の連合体等（連合会、連盟、連名、商工会等）からの申請における確認事項【様式５－３】
・商店街組織の連合体については、以下３点が全て提出されていることが必要です。

【提出必須書類】
（ア）傘下の商店街組織リスト【様式５－３】
（イ）傘下の商店街組織それぞれの商店街等区域図【様式任意（※別紙で添付すること）】
（ウ）傘下の商店街組織ごとの事業効果【様式５－３】


（様式５－３）
①商店街組織の連合体等（連合会、連盟、連名、商工会等）からの申請における確認事項

＜傘下の商店街組織リスト及び傘下の商店街組織ごとの事業効果＞

実施前 実施後 実施前 実施後 実施前 実施後

1 ○○商店街振興組合 ○○％

平成２７年度○○％(H○○年○月予定)
平成２８年度○○％(H○○年○月予定)
平成２９年度○○％(H○○年○月予定)
平成３０年度○○％(H○○年○月予定)
平成３１年度○○％(H○○年○月予定)

○○○人

平成２７年度○○○人(H○○年○月予定)
平成２８年度○○○人(H○○年○月予定)
平成２９年度○○○人(H○○年○月予定)
平成３０年度○○○人(H○○年○月予定)
平成３１年度○○○人(H○○年○月予定)

2 ○○商店街振興組合 ○○％

平成２７年度○○％(H○○年○月予定)
平成２８年度○○％(H○○年○月予定)
平成２９年度○○％(H○○年○月予定)
平成３０年度○○％(H○○年○月予定)
平成３１年度○○％(H○○年○月予定)

○○○人

平成２７年度○○○人(H○○年○月予定)
平成２８年度○○○人(H○○年○月予定)
平成２９年度○○○人(H○○年○月予定)
平成３０年度○○○人(H○○年○月予定)
平成３１年度○○○人(H○○年○月予定)

3 ○○商店街振興組合 ○○％

平成２７年度○○％(H○○年○月予定)
平成２８年度○○％(H○○年○月予定)
平成２９年度○○％(H○○年○月予定)
平成３０年度○○％(H○○年○月予定)
平成３１年度○○％(H○○年○月予定)

○○○人

平成２７年度○○○人(H○○年○月予定)
平成２８年度○○○人(H○○年○月予定)
平成２９年度○○○人(H○○年○月予定)
平成３０年度○○○人(H○○年○月予定)
平成３１年度○○○人(H○○年○月予定)

4

5

合計
○○商店街振興組合
連合会

○○％

平成２７年度○○％(H○○年○月予定)
平成２８年度○○％(H○○年○月予定)
平成２９年度○○％(H○○年○月予定)
平成３０年度○○％(H○○年○月予定)
平成３１年度○○％(H○○年○月予定)

○○○人

平成２７年度○○○人(H○○年○月予定)
平成２８年度○○○人(H○○年○月予定)
平成２９年度○○○人(H○○年○月予定)
平成３０年度○○○人(H○○年○月予定)
平成３１年度○○○人(H○○年○月予定)

※傘下の商店街組織の数に応じて、行を追加して記載して下さい。

＜傘下の商店街組織それぞれの商店街等区域図＞
　※歩行者通行量について、測定箇所を商店街等区域図（各店舗の場所が分かる街区図）に図示してください。【様式任意（※別紙で添付すること）】

　　なお、連たんする商店街組織の場合、合理的な説明があれば、必ずしも全ての傘下商店街組織ごとの事業効果は必要ありません。

●連たんする商店街組織において、傘下の商店街組織ごとに歩行者通行量を測定しない場合、その理由

　　　　※上記の説明は、測定箇所を図示した商店街等区域図（各店舗の場所が分かる街区図）に記載しても構いません。

（説明）
○○商店街振興組合と○○商店街振興組合は、いずれも○○通り沿いに南北に延びる商店街のため、その連結部である○○
前（別紙街区図参照）で測定することで、適切に歩行者通行量を測定できると考える。よって、２商店街の歩行者通行量は、○○
前１地点での測定結果を記載している。

補 助 事 業 者 説 明 資 料

注：傘下の商店街組織ごとに①安心・安全の向上、②歩行者通行量の改善、③その他独自に設定した指
標（任意）を示してください。
歩行者通行量については、測定箇所を商店街等区域図（各店舗の場所が分かる街区図）に図示してくだ
さい。なお、連たんする商店街組織の場合、合理的な説明があれば、必ずしも全ての傘下商店街組織ご
との事業効果は必要ありません。（連たんする商店街組織において、傘下の商店街組織ごとに歩行者通
行量を測定しない場合、合理的な説明を記載してください。）

傘下の商店街組織
①安心・安全 ②歩行者通行量 ③その他


